
いちごドリルプリント

中学公民プリント（過去問類似）
国際連合

名前 得 点

　／9

問1 国際連合の安全保障理事会において、アメリカ、イギリス、フランス、ロシア、中国の5か国以外の10か国が務める「非常任
理事国」の選出方法と任期について説明したものとして正しいものはどれですか。 （2023年　沖縄公立入試　類似）

1.  国連総会によって選出され、そ
の任期は2年である。

2.  国連総会によって選出され、そ
の任期は3年である。

3.  常任理事国の推薦によって選出
され、その任期は2年である。

4.  常任理事国の推薦によって選出
され、その任期は5年である。

問2 アメリカ合衆国最大の都市であり、世界の平和と安全を守るために活動する国際連合（国連）の本部が設置されている都市と
して、最も適切なものはどれか。 （2018年　山形県公立入試　類似）

1.  ニューヨーク 2.  ワシントン 3.  ジュネーブ 4.  ロンドン

問3 冷戦後の国際社会において、国家の枠組みによる防衛だけでなく、一人ひとりの人間に着目して、貧困、紛争、感染症といっ
た多様な脅威から人々の「生存・生活・尊厳」を守るという考え方を何といいますか。 （2024年　鳥取公立入試　類似）

1.  国家の安全保障 2.  集団的自衛権 3.  人間の安全保障 4.  持続可能な開発

問4 大分県のアクションプランにおいて、TPP（環太平洋パートナーシップ協定）などの国際的な経済連携の進展に対応した戦略
として、日田梨やおおいた和牛、シイタケといった県産品の海外展開が掲げられています。このような地方自治体による取り
組みの狙いとして、最も適切な説明はどれですか。 （2020年　大分県公立入試　類似）

1.  関税の撤廃や削減を追い風とし
て利用し、戦略的な生産・輸出体
制を構築することで国際競争力を
高めること。

2.  海外からの安価な農産物の流入
による打撃を防ぐため、国内市場
限定の流通ルートに特化させるこ
と。

3.  輸出を制限することで国内での
供給不足を引き起こし、県産品の
卸売価格を意図的に引き上げるこ
と。

4.  TPPの枠組みから離脱し、特定
の国との間だけで排他的な自由貿
易を行うための交渉窓口を設置す
ること。

問5 第二次世界大戦後の国際情勢について、次の3つの出来事「ベトナム戦争へのアメリカの本格的介入」「ベルリンの壁の崩壊」
「アメリカ同時多発テロ」を、発生した時期が古い順に並べたものとして適切なものはどれですか。 （2022年　宮城県公立入試　類似）

1.  ベトナム戦争へのアメリカの本
格的介入 → ベルリンの壁の崩壊
→ アメリカ同時多発テロ

2.  ベルリンの壁の崩壊 → ベトナ
ム戦争へのアメリカの本格的介入
→ アメリカ同時多発テロ

3.  ベトナム戦争へのアメリカの本
格的介入 → アメリカ同時多発テ
ロ → ベルリンの壁の崩壊

4.  アメリカ同時多発テロ → ベル
リンの壁の崩壊 → ベトナム戦争
へのアメリカの本格的介入

問6 国際連合には、特定の分野で活動する様々な専門機関が存在します。このうち、教育、科学、文化の振興を通じて諸国民の協
力関係を促進し、世界の平和に貢献することを目的としている機関はどれですか。 （2024年　大阪公立入試　類似）

1.  開発途上国の子供たちへの支援
を行うユニセフ（国連児童基金）

2.  世界中の人々の健康を守るため
の活動を行うWHO（世界保健機
関）

3.  教育・科学・文化の発展や世界
遺産の保護を行うユネスコ（国連
教育科学文化機関）

4.  労働条件の改善や社会正義の確
立を目指すILO（国際労働機関）

問7 PKO協力法に基づき、日本が初めて本格的に自衛隊を派遣した国として正しいものを、次のうちから選びなさい。 （2015年　千葉県公

立入試　類似）

1.  カンボジア 2.  東ティモール 3.  スイス 4.  ドイツ

問8 国際司法裁判所における裁判の仕組みについて述べた文として、正しいものはどれですか。 （2024年　新潟県公立入試　類似）

1.  原則として、紛争の当事者であ
る国同士が裁判を受けることに合
意した場合に開かれる。

2.  一当事国が訴えを起こせば、相
手国の同意がなくても常に判決が
強制執行される。

3.  国家間の争いだけでなく、国家
と個人、あるいは個人同士の民事
訴訟も受け付けている。

4.  この裁判所で下された判決に不
服がある場合は、安全保障理事会
に控訴することができる。

問9 安全保障理事会における議決の仕組みと「拒否権」の関係について述べた文として、最も適切なものを次の中から選びなさ
い。 （2019年　熊本県公立入試　類似）

1.  重要な事項の議決には、5カ国
の常任理事国すべてを含む9カ国
の賛成が必要であり、常任理事国
が1カ国でも反対すれば決議は成
立しない。

2.  非常任理事国10カ国のうち、
過半数の6カ国が反対した場合に
は、常任理事国の賛成があっても
拒否権と同様の効力が生じる。

3.  拒否権は、国際連合への予算分
担率が最も高いアメリカのみに与
えられた特権であり、他の常任理
事国は多数決に従わなければなら
ない。

4.  安全保障理事会で拒否権が行使
された場合、国際連合総会におい
て出席国の3分の2以上の賛成があ
れば、その決議を有効にできる。
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
国連総会によって選出され、その任期は
2年である。

安全保障理事会は、拒否権を持つ5か国の常任理事国と、10か国の非常任理事国の合計15か国で構
成されています。非常任理事国は、世界の各地域からバランスよく選ばれるよう配慮されており、
国連総会での選挙によって選出されます。任期は2年と定められており、毎年半数の5か国ずつが改
選されます。また、連続して選出される（重任する）ことは認められていません。

問2 答え 1
ニューヨーク

国際連合は第二次世界大戦後の1945年に発足した国際組織で、その中枢機能を担う本部はアメリカ
合衆国最大の都市であるニューヨークに置かれています。ワシントンはアメリカの首都であり、ジ
ュネーブは国際連合の欧州本部が置かれている都市です。

問3 答え 3
人間の安全保障

従来の安全保障が「国家」を外敵から守ることに主眼を置いていたのに対し、この考え方は「人
間」一人ひとりに焦点を当てます。飢餓や疾病、環境破壊、紛争など、個人の生活を脅かすあらゆ
る問題に対処し、人々が尊厳を持って生きられる社会を目指す理念です。日本の外交政策において
も重要な柱の一つとして位置づけられています。

問4 答え 1
関税の撤廃や削減を追い風として利用
し、戦略的な生産・輸出体制を構築する
ことで国際競争力を高めること。

TPPによって多くの品目の関税が削減・撤廃されることは、地方の農産物にとっても海外市場へ進
出する大きなチャンスとなります。大分県のように、梨や和牛といったブランド力のある産品の輸
出を強化し、戦略的な生産体制を整えることで、人口減少による国内市場の縮小を補い、地域の農
業を活性化させる狙いがあります。

問5 答え 1
ベトナム戦争へのアメリカの本格的介入
→ ベルリンの壁の崩壊 → アメリカ同時
多発テロ

ベトナム戦争へのアメリカの本格的な軍事介入は1960年代（1965年〜）に始まりました。その
後、冷戦終結の象徴とされるベルリンの壁の崩壊が1989年に起こり、21世紀に入った直後の2001
年にアメリカ同時多発テロが発生しました。冷戦期から冷戦後の激動、そして21世紀の新たな課題
へとつながる歴史的流れを理解することが重要です。

問6 答え 3
教育・科学・文化の発展や世界遺産の保
護を行うユネスコ（国連教育科学文化機
関）

ユネスコ（UNESCO）は、憲章の前文において「戦争は人の心の中で生まれるものであるから、人
の心の中に平和の砦を築かなければならない」と掲げています。武力による安全保障だけでなく、
教育や文化を通じた相互理解によって平和を達成することを目指しており、世界遺産の登録・保護
活動などもその重要な役割の一つです。

問7 答え 1
カンボジア

1992年に法整備が行われた直後、日本は国際連合カンボジア暫定統治機構（UNTAC）の活動に参
加するため、自衛隊をカンボジアへ派遣しました。その後も、2000年代初頭には独立を巡る紛争が
あった東ティモールなど、世界各地の平和維持活動に協力しています。

問8 答え 1
原則として、紛争の当事者である国同士
が裁判を受けることに合意した場合に開
かれる。

国際社会には国内のような中央政府や警察権力が存在しないため、主権国家を強制的に裁判にかけ
ることは原則として困難です。そのため、基本的には紛争の当事国双方が、国際司法裁判所の管轄
に従うことに合意している必要があります。また、判決は一審制であり、控訴の仕組みはありませ
ん。判決に従わない国に対しては安全保障理事会が措置を講じることが定められていますが、その
運用には政治的な課題も伴います。

問9 答え 1
重要な事項の議決には、5カ国の常任理
事国すべてを含む9カ国の賛成が必要で
あり、常任理事国が1カ国でも反対すれ
ば決議は成立しない。

国際社会の平和と安全に責任を持つ安全保障理事会では、5カ国の常任理事国に「拒否権」という
強い権限が与えられています。実質事項の採決では、理事国15カ国のうち9カ国の賛成が必要です
が、その9カ国の中に常任理事国5カ国がすべて含まれていなければなりません。そのため、たとえ
他の14カ国が賛成していても、常任理事国のうち1カ国が反対（拒否権を行使）すれば、その案は
否決されます。これは、大国同士の直接的な軍事衝突を防ぐための仕組みですが、同時に意思決定
を停滞させる要因にもなっています。


